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1 はじめに 
1.1 イノベーション政策とその背景 

近年、少⼦⾼齢化による⽣産年齢⼈⼝の減少、労働時間の減少、厳しい財政制約下での⽣
産性向上に向けた施策の必要性といった内的要因や、国際競争の激化といった外的要因か
ら、イノベーション政策が注⽬されている。 
 また、社会課題の解決といった点でも、脱炭素化に向けたグリーンイノベーションやデジ
タル技術を活⽤するデジタルイノベーションに代表されるように、イノベーションに⾼い
関⼼が集まっている。 
 しかし、果たして⽇本のイノベーション政策は有効に機能しているのであろうか。 

実際にこれまで、助成⾦や研究開発税制といった⾦銭的なアプローチや、⺠間企業のイノ
ベーション環境を整備するといった様々な政策が採られてきており1、これらの経済学的な
分析は数多い。特に⾦銭的なアプローチに対する分析は多く、例えば助成⾦であれば、⽇本
の中⼩企業技術⾰新制度の参考となった⽶国の SBIR 制度をはじめ、様々な検証がなされて
きている。また研究開発投資を促進させる政策についても様々な結果が出ているが、概ねそ
のような政策はイノベーションや企業業績の向上に資するとの結果が多いようである。 
 しかし、イノベーションの実現は⾦銭的なアプローチのみならず、多様な要素から構成さ
れる。例えば、藤⽥(2004)は都市間の知識労働者の流動化を促進することで各都市でのメン
バー構成が変化し、イノベーション活動を⽀える、知識の多様性を保つことができることを
⽰唆している。また実際にそのような⼈的交流を促進する政策も⾏われてきている。しかし、
そのような政策の実証分析は、⾦銭的なアプローチに対する分析に⽐してその数は少ない。 
 ここにおいて、⾮⾦銭的アプローチのイノベーション政策について分析を⾏う価値が⽣
じる。 
 

1.2 緊急事態宣⾔とイノベーション政策分析の関係 
さて、近年のコロナ禍において発令された緊急事態宣⾔は、対⾯での⼈的交流を著しく減

少させた。緊急事態宣⾔の発令という政策判断をするにあたり、陽性者数や重症者数など、
医療的なパラメーターに重点を置きすぎて、⾏動制限による経済・社会的コストを軽視して
いるのではないか、との指摘も経済学者などから出ている。⼈的交流の減少により、もしイ
ノベーションが阻害されているなら、これも重要な経済・社会的コストの⼀部であり、今後
感染症の蔓延など同様の事態が発⽣した際、政策判断の変数に加えられるべきである。 

したがって、緊急事態宣⾔による⾃粛で職場に⾏けない、⼈的交流が阻害されるといった
ことがイノベーションに及ぼす影響や、リモートワークなど、コロナ禍においてデジタル環
境が整備されたことに伴うイノベーションへの影響を測ることが本稿の⽬的である。 

 
1 付録１：政策⼀覧に例を記載している。 
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1.3 リサーチクエスチョン 

ここまで述べてきたような問題意識から、本稿では「緊急事態宣⾔の発令という政策は、
その地域におけるイノベーションにどのような影響を与えたのか？」をリサーチクエスチ
ョンとして分析を⾏った。 
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2 緊急事態宣⾔をめぐる現実の推移 
 分析に先⽴って、本稿における分析対象である緊急事態宣⾔について概要を述べておき
たい。 
 ⽇本では 2020 年 1⽉に国内初の新型コロナウイルス感染者が確認され、その後感染者が
増加してきたことを受け、2020 年 3⽉に新型インフルエンザ等特別措置法などが改正され、
内閣総理⼤⾂が緊急事態宣⾔を発令することが可能となった。緊急事態宣⾔が発令される
と、対象地域の都道府県知事は外出の⾃粛や営業時間短縮といった要請などを⾏うことが
できるようになり、この点が本稿で着⽬していく⼈的交流の阻害である。 
 第⼀回⽬の緊急事態宣⾔は 2020 年 4⽉に発令され、その後第⼆回⽬が 2021 年 1⽉に、
第三回⽬が同年 4⽉、第四回⽬が同年 7 ⽉と続いた。 
 本稿では分析に⽤いた特許出願数のデータ制約の関係から、第⼆回⽬の緊急事態宣⾔の
みを対象とし分析を⾏うこととした。第⼆回⽬の緊急事態宣⾔が発令された地域は、埼⽟県、
千葉県、東京都、神奈川県、栃⽊県、岐⾩県、愛知県、京都府、⼤阪府、兵庫県、福岡県の
11 都府県である。 

これらの地域では不要不急の外出⾃粛や 20 時以降の外出⾃粛などが都道府県知事から
要請され、また政府も出勤者の削減を⽬指しテレワークやローテーション勤務を事業者に
要請するなどした。 
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3 先⾏研究 
3.1 ⾦銭的アプローチに着⽬した先⾏研究 

まず、従来の実証分析において頻繫に着⽬されてきた⾦銭的イノベーション政策につい
て分析を⾏った研究を以下に⽰す。 
l Kasahara et al. (2014) は、税額控除が持つ企業の研究開発投資に与える影響及びその

メカニズムについて着⽬した。具体的には、⽇本の製造業企業のパネルデータを⽤いて、
2003 年の税額控除制度改⾰が企業の研究開発⽀出に及ぼす効果を実証的に検証した。
その結果、負債⽐率が⾼い企業ほど、税額控除率(研究開発費に占める税額控除額の割
合)の上昇により研究開発投資が有意に促進された(特に⼩規模な企業でその効果が⼤
きかった)ことが⽰唆された。また、2003 年度税制改正がなければ、2003 年度におけ
る研究開発投資は 3.0-3.4%低下していたこと、また、その低下のうち 0.3-0.6%は資⾦
制約の効果であることが⽰された。 

l Kobayashi (2014) は、傾向スコアマッチング法を⽤いて、中⼩企業に対する研究開発
税制の効果、及びその効果の業種、規模、流動性制約などの企業特性による差を検証し
た。その結果、研究開発税制は中⼩企業の研究開発費の増加を誘発し、さらに、流動性
制約のある企業に対する R&D税額控除の効果は、制約のない企業に対する効果よりも
はるかに⼤きいことが分かった。 

l 細野ら（2015）は、研究開発税額控除制度の利⽤は「2 つのチャネル」を通じて研究開
発投資を促進する、という観点に着⽬し⽇本の研究開発税額控除制度を実証的に評価
した。「2 つのチャネル」は具体的には、現在における研究開発税額控除の利⽤は資本
コストの低下を通じて研究開発投資を促進する⼀⽅で、過去における研究開発税額控
除の利⽤は、内部資⾦の増加による資⾦制約の緩和を通じて研究開発投資を促進する
という、研究開発税額控除が持つ両側⾯に着⽬したものである。実証研究により、以下
2 つの結果を打ち出した。 
Ø 当期における研究開発税額控除の利⽤は、外部資⾦依存度が低い産業に属する企

業に対して⼤きな投資促進効果を⽣み出す。しかし⼀⽅、外部資⾦依存度が⾼い産
業に属する企業においては、外部資⾦の利⽤に伴うエージェンシーコストの増加
によってその⼀部の効果が相殺される。 

Ø 外部資⾦依存度が⾼い産業に属する企業の場合、前期の税額控除の利⽤は内部資
⾦を有意に増加させないため、研究開発投資の促進に繋がらない。 

これら 2 つの結論は、資⾦制約に直⾯している企業に関し研究開発税額控除の投資促
進効果が限定的となることを⽰した。 
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3.2 ⼈的交流に着⽬した先⾏研究 
 次に、⾮⾦銭的アプローチ、その中でも⼈的交流に着⽬した研究を以下に⽰す。 
 
l 藤⽥（2004）は、集積とイノベーションとの関係において、多様性を通じた集積⼒と

イノベーションの場の形成に着⽬した。⼈間の多様性についても⾔及しており、多様
な知識労働者が⼀つの地域で密なコミュニケーションを⾏うことにより、短期的に
は知識外部性が増⼤し、集積の効果が増すとしている。他⽅、⻑期的には地域内の多
様性が時間と共に減少するため、知識外部性が減少していくとしており、それを防ぐ
⽅法の⼀つとして、地域間の知識労働者の移動を促進し、各地域の知識労働者の構成
を継続的に変えていくことを挙げている。 

 
l Saito, et.al. (2015)は、発明家の移動が組織の⽣産性あたえる影響に着⽬した。元デ

ータとして特許公開⽂書から出願番号などの情報を⽤い、電話帳からユニークな名
前の発明者を抽出して研究を⾏なった。その結果、以下の 4 つの結論を打ち出した。 
Ø 移動型発明者は定住型発明者より⽣産性が⾼い。 
Ø 移動型発明者の⽣産性は最初の組織で最も⾼くなる。 
Ø ⽣産性の⾼い発明者の⽣産性は移動により低下するが、⽣産性の低い発明者の

⽣産性は移動により⾼くなる。 
Ø 異なる組織での経験が豊富な発明者らの組織では定住型発明者の⽣産性は⾼く

なる（移動型発明者が外部の企業出⾝であると特に⾼くなる）。 
l ⽥村（2016）は、1997年 10⽉の北陸（⻑野）新幹線の開通を⽤いた⾃然実験フレー
ムワークを⽤いて、新規に開通した⾼速鉄道が知識移転に与える影響を、Open Street 
Routing Machine(OSRM)の道路網ネットワークデータ及び特許引⽤データを⽤いて
検証した。具体的には、北陸新幹線の開通により影響を受ける地域を処置群に、どの
新幹線からも離れており新幹線以外の特許引⽤に影響を与える要因を制御する地域
を参照群に設定し検証した。検証の結果、⾼速鉄道は知識移転を促進し，移転の地理
範囲を拡⼤すると結論付けた。 

 
3.3 本論⽂における理論モデル・仮説 

3.2項において、これらの先⾏研究は共通して、地域間移動がイノベーションに正の効果
を与えうることを⽰している。また、移動だけでなくコミュニケーションといった⼈的交流
がイノベーションに与える影響についても⽰唆されており、これらの先⾏研究を踏まえて
「緊急事態宣⾔は⼈的交流を阻害し、イノベーションに負の効果を与えた。」という仮説を
もとに分析を⾏うこととした。 
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4 分析⽅法 
本章では、ここまで述べたリサーチクエスチョンとその答えに関する仮説を検証するた

めに⾏った分析の⼿法について述べる。 
 

4.1 分析の枠組み  
本分析は、2011 年から 2021 年までの都道府県別の 3 ⽉の特許出願数のデータと、その
他複数のデータを⽤いて、以下の推定式で重回帰分析を⾏った。データの制約上、3⽉のデ
ータのみを使⽤して季節変動を排することとしたため、各都道府県につき 2011 年から 2021
年までの 11 年分のパネルデータ(n=517)を⽤いた。推定はプーリングされたデータを⽤い
たOLS で⾏った。 
 
𝑌!" =	𝛽# + 𝛽$ ∗ 𝐷%&%'(%) + 𝛽) ∗ 𝐷%&%'(%)_) + 𝛽+ ∗ 𝐷,-&.-/0 + 𝛽1 ∗ 𝐷23!024!) + 𝛽5 ∗ 𝐷6%4' 

+𝛽7 ∗ 𝐷8'%9 + 𝛽: ∗ 𝑥!" + 𝜀!" 
 
 また、上記の推定式による分析に加え、緊急事態宣⾔ダミー(𝐷%&%'(%))と通勤時間減少ダ
ミー(𝐷,-&.-/0)の交差項を加えた推定も⾏った。 

  
4.2 データ概要 

本節では分析に⽤いた各データの概要を説明する。𝑌!"が被説明変数となる都道府県 iの t
年 3 ⽉における特許出願数である。なお、各特許をどの都道府県に割り当てるかの基準は
特許庁の特許情報標準データ記載の発明⼈住所である。⼀つの特許に対し発明⼈が複数存
在する場合、リストの⼀番上に記載されている筆頭発明⼈の住所を基準として採⽤した。 
 𝐷%&%'(%)が緊急事態宣⾔ダミーであり、2021 年 1⽉から 2⽉にかけて緊急事態宣⾔が出
されていた都道府県かつ、2021 年のデータであるもののみ 1 をとる。本稿では、このダミ
ー変数の係数を今回検証したい「緊急事態宣⾔の発出という政策が特許発明に与えた影響」
と捉えている。 

しかし、都道府県の中には 2021 年 3⽉においても緊急事態宣⾔が延⻑して発令されてい
た地域も存在する。このような地域では、外出などの⾏動が制限されていたと考えられ、特
許を申請しに⾏くのが難しいなどの物理的理由で出願特許数に影響が出る可能性がある。
これは緊急事態宣⾔が⼈との対⾯交流の減少を通じて特許出願に与える影響とは関係ない
ため、このような都道府県かつ 2021 年のデータであるもののみ 1 をとる緊急事態宣⾔延⻑
ダミー(𝐷%&%'(%)_))を制御変数として加えた。 

コロナ禍によって⼀時期⼈の移動が著しく制限されたが、その結果テレワークなどのデ
ジタル化が進んだ⾯もある。このデジタル化の進展は、⾰新的なイノベーションのニーズを
増⼤させたり、新たなコミュニケーション機会を⽣んだり、通勤不要の効率的な働き⽅を促
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進したりして、イノベーションにとってプラスの影響を与えた可能性もある。そこで、政策
の効果を⾒るにあたってそれらをコントロールするため、その都道府県の 2021 年の通勤時
間が 2016年より減少している場合 1 をとる通勤時間減少ダミー(𝐷,-&.-/0)を制御変数に加
え、各都道府県の情報通信業従業者数(𝑥!")もデジタル化の度合いを⽰すものとして制御変
数に加えた。 

さらに、2011 年 3⽉に起こった東⽇本⼤震災は、被災地の⽇常⽣活を困難にし、特許の
出願にも少なからず影響を与えたと考えられる。よって、東⽇本⼤震災で震度 6 弱以上の
揺れが観測された都道府県の 2011 年のデータのみ 1 をとる被災地ダミー(𝐷23!024!))も制御
変数に加えた。また、年度ダミーと都道府県ダミーも制御変数に加えた。なお、ダミー変数
以外の変数の記述統計は表 1 の通りである。 

 
表 1：記述統計表 

 平均値 中央値 標準偏差 最⼤値 最⼩値 
特許数 628.7 108 1735.0 12203 6 
情報通信業
従業者数 

34281.8 4032 159391.4 1188004 201 

 
また、各データの出所は表 2 の通りである。 
 

表 2：データの出所 
データ名 出所 
特許数 特許庁「特許情報標準データ」2022 年 11⽉ 9⽇更新分まで 
通勤時間 総務省「社会⽣活基本調査」平成 28年度・令和 3 年度 
情報通信産業 
従業者数 

総務省「情報通信業基本調査」2011〜2021 年度 
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5 推定結果 
実施した重回帰分析(𝐷%&%'(%)と𝐷,-&.-/0の交差項なし)の推定結果は図 1 の通りである。

なお、都道府県ダミー、年ダミーは表⽰していないため、付録２に記載している。 

 
図 1：推定結果(結果 1) 

 
 上表より、緊急事態宣⾔ダミー(𝐷%&%'(%))の係数は-157.67で、統計的にも有意という結
果になった。同時に、緊急事態宣⾔延⻑ダミー(𝐷%&%'(%)_))の係数は-474.98と緊急事態宣
⾔ダミーよりも絶対値の⼤きな負の値を取り、統計的に有意となった。これを結果 1 と呼
ぶ。 
 さらに、緊急事態宣⾔ダミー(𝐷%&%'(%))と通勤時間減少ダミー(𝐷,-&.-/0)の交差項を追
加した分析も⾏った。その推定結果は図 2 の通りである。 
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図 2：𝐷%&%'(%)と𝐷,-&.-/0の交差項を含んだ推定結果(結果 2) 

 
図 2 より、緊急事態宣⾔ダミー(𝐷%&%'(%))の係数は-257.31 で、統計的にも有意という結

果になった。緊急事態宣⾔ダミー(𝐷%&%'(%))と通勤時間減少ダミー(𝐷,-&.-/0)の交差項の
係数は 188.47で、10%の有意⽔準で統計的に有意という結果になった。これらを結果 2
と呼ぶ。 
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6 政策的含意 
結果 1 において、緊急事態宣⾔ダミー(𝐷%&%'(%))の係数が有意にマイナスであり、絶対値

もある程度⼤きかったことから、コロナ禍における緊急事態宣⾔の発令はイノベーション
に有意に負の影響を与えることが⽰唆された。ただ、緊急事態宣⾔延⻑ダミーの⽅が係数の
絶対値が 3倍程度⼤きかったことから、2021 年 3⽉時点で緊急事態宣⾔が出ていたことに
よる物理的なマイナス(申請のための外出がしにくいなど)が特許申請に与える影響の⽅が
⼤きかったと思われる。 

また、緊急事態宣⾔により⼈流の抑制が図られたことを考えると、上記の結果は先⾏研究
から導き出された「緊急事態宣⾔は⼈的交流を阻害し、イノベーションに負の効果を与え
た。」という本稿 3.2 で述べた仮説を裏付けるものであると⾔える。⼈的交流とイノベーシ
ョンの関係が本稿でも⽰されたことは、感染症対策に関する政策だけでなく、研究者のコミ
ュニティ作りなどの政策にも⽰唆を与えるのではないだろうか。 
⼀⽅で、結果 2 において、有意⽔準は 10%にとどまるものの、緊急事態宣⾔ダミー

(𝐷%&%'(%))と通勤時間減少ダミー(𝐷,-&.-/0)の交差項の係数が 188.47 とプラスになってい
ることから、緊急事態宣⾔で⼈的交流が失われたマイナスの効果と、緊急事態宣⾔がテレワ
ーク等を推進したことによるイノベーションへのプラスの効果があり、結果 1 はそれが相
殺されていたことがわかる。 

このことから、緊急事態宣⾔などの⼈流を抑制する政策を⾏う場合、テレワークの推進な
ど、それを補うような政策を同時に⾏うことで、逆にイノベーションにプラス⽅向の影響を
与えられることが⽰唆された。 

コロナ禍において、初期においてはウイルスの特性などがわかりにくかったこともあり、
とにかく感染を抑えることを考えた政策がとられた。しかし、徐々に情報が蓄積する中で、
「感染拡⼤のデメリット」と「感染対策のデメリット」を天秤にかけて適切なバランスの対
策を⾏うことが重要視されている。厳しい感染対策により、⼈流が制限されることによるデ
メリットは感染者数のように即時に数字でわかるわけではないため、政策決定に⽤いられ
づらい。本稿の分析により、感染対策には⼈的交流を妨げイノベーションを阻害する効果と、
逆にテレワーク等を促進しイノベーションを促進する効果があり、それらが相殺されて全
体としてはイノベーションを妨げる効果を持つことが明らかとなった。 

2023 年 1⽉現在、新型コロナウイルス禍は完全に収束したとは⾔えず、今後また感染が
拡⼤する可能性もある。そして歴史を踏まえれば、今後また遠くないうちに別の感染症が⼤
流⾏する可能性もあるであろう。その時、⼈流制限を含むような感染対策の政策を⽴案する
際、イノベーションの阻害も感染対策のデメリットの⼀つとして考慮した上で総合的に政
策を判断する必要があるのではないだろうか。 
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7 今後の課題 
本分析を⾏うにあたって、いくつかの懸念点が⾒つかった。下記にそれを述べ、今後の分析
の課題としたい。 
 
I. 対象年⽉のデータの不完全性 
 
 今回、データの⼀部に特許庁の標準データを⽤いて推計を⾏った。特許情報標準データの
発⾏対象は、公報発⾏後の出願が対象であり、出願公開が出願から１年６か⽉後に⾏われる。
しかし、分析の対象の年⽉のデータが 1 年 6 か⽉経過して直ちに特許情報標準データにす
べて掲載されるわけではない。そのため、分析に⽤いた 2022 年 11⽉ 9⽇の更新分までの
特許情報標準データには、特許庁が出願⽉から 2 か⽉ほどで作成する特許出願等統計速報
にある出願数分の特許データが全て載っていない。例を挙げると、2020 年まではおおむね
出願数の 90%が掲載されているが、分析対象である 2021 年 3 ⽉に出願された特許データ
は出願数の 70%強が掲載されている。このように、データの特性上致し⽅無いが、データ
の不完全性が分析上の懸念点として挙げられる。 
 現在公開されているデータと、未だ公開されていないデータに偏りが無いと仮定し、特許
数のズレを補正して分析を⾏った。補正⼿法は、各時点・都道府県の特許数（𝑌!"）に、デー
タの公開⽐率の逆数を乗じ、データの出願総数を特許出願等統計速報にある出願数と同数
にした。詳細な結果は付録４に記すが、簡潔に述べると、緊急事態宣⾔ダミーの正負の符号
が変化し、また統計的に有意でなくなった。そのため、本分析と合わせるとやや頑健性に⽋
ける結果となった。考えられるデータ⾯や⼿法的な原因としては、公開データと未公開デー
タの間に偏りがある、この補正⼿法に問題があるか可能性がある、など様々なものが考えら
れる。そのため、今後の課題として慎重に分析していきたい。 
  
II. デジタル化を通勤時間の減少という変数でしか捉えられていない 
 
 今回の分析では、緊急事態宣⾔ダミー(𝐷%&%'(%))と通勤時間減少ダミー(𝐷,-&.-/0)の交差
項を⼊れることで、緊急事態宣⾔の発令が⼈的交流を妨げイノベーションを阻害する効果
と、逆にデジタル化を促進しイノベーションを促進する効果に分けて推定することができ
た。 

しかし、今回の分析ではデジタル化を「通勤時間の減少」という変数でしか捉えられてい
ない。緊急事態宣⾔がイノベーションに与えると考えられるプラスの効果は、テレワーク等
の促進による通勤時間の減少だけではなく、半強制的なデジタル化による新たな技術の需
要増加なども考えられるが、それらの効果は捉えられていない。そのような、もう少し直接
的にデジタル化の進展を測れるような適切な指標を⾒つけることも今後の課題である。 
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III. 遅効性を持つ影響のラグを考慮した分析 
 
 今回の分析では、緊急事態宣⾔が発令された 2021 年 1⽉から 3⽉に着⽬し、分析を⾏っ
た。しかし、緊急事態宣⾔がイノベーションに与える影響はある程度期間をおいて効果を発
することも考えられる。例えば、緊急事態宣⾔が持つ⼈的交流の阻害効果が特許開発に負の
影響をもたらしたとして、その影響を受けた時期の特許出願は数か⽉―数年後に出願され
る、このような側⾯も考えられる。また正の効果も同様であり、緊急事態宣⾔に伴うデジタ
ルインフラの普及、そしてそれが持つイノベーションに対する正の効果は即座に現れると
は考えにくい。従って、緊急事態宣⾔が持つ効果が可視化される期間の分を考慮して分析す
るのが望ましいのだが、緊急事態宣⾔の影響に対してどれだけの期間のラグを取るべきか
を決定する事は難しい。今後の分析では、このラグの期間をどのように設定するかを考慮し
て⾏っていく必要がある。 
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10 付録 
付録１ 政策⼀覧 
 

イノベーションを期して実施された政策のうち、⾦銭的なアプローチから取り組まれた
ものの例として以下のような政策が挙げられる。 
 

政策名 実
施
地
域 

概要 

あ いちス タ ート
アップ創業 ⽀援
事業費補助⾦（起
業⽀援⾦） 

愛
知
県 

愛知県において IT や新しい技術等を活⽤して県内の課題解決
に取り組むなど、要件を満たした事業の起業や事業承継等に⽀
援を⾏う。 

オー プ ン イ ノ ベ
ー シ ョ ン 促 進 税
制 

全
国 

国内の対象法⼈等がスタートアップ企業とのオープンイノベー
ションに向け、スタートアップ企業の新規発⾏株式を⼀定額以
上取得する場合、その株式の取得価額の 25％を課税所得から控
除する。 

ゼロカーボン・イ
ノ ベ ー シ ョ ン導
⼊⽀援事業費補
助⾦ 

北
海
道 

新エネルギー資源を活⽤した実⽤化⽬前の先端技術等を地域の
特性に合わせて最適化し、新エネルギーのサプライチェーンを
構築する取組などに対して補助をする。 

地域イ ノ ベ ー シ
ョ ン創出 研 究 開
発⽀援事業 

岩
⼿
県 

将来の新事業や新産業の創出につながる研究シーズを発掘し、
研究開発を⽀援する。 

宮城県新規参⼊・
新 産 業創出等⽀
援事業費補助⾦ 

宮
城
県 

産学官連携による新産業の創出及び⾼度電⼦機器産業等への市
場参⼊の推進を図る。 
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 また同様にイノベーションを期して実施された政策のうち、⾮⾦銭的なアプローチから
取り組まれた政策として、以下のようなものが挙げられる。 
 

政策名 

実
施
地
域 

概要 

あおもり産
学官⾦連携
イノベーシ
ョンアワー
ド 

⻘
森
県 

⻘森県の産学官⾦連携活動のさらなる発展と裾野拡⼤を⽬的とし
て、産学官⾦連携において先進的で優良な取組をしている県内の⺠
間事業者を表彰する。 

岩⼿イノベ
ーションベ
ース 

岩
⼿
県 

県が運営協議会会員として、起業家同⼠のネットワークの形成を図
るなどしてイノベーションを後押ししている。 

出向起業の
促進 

全
国 

⼤企業⼈材等新規事業創造⽀援事業費補助⾦（中⼩企業新事業創出
促進対策事業）により、⼤企業等の⼈材が辞職せずに起業した、ス
タートアップへの出向・⻑期派遣研修等を通じて⾏う新規事業（出
向起業）を⽀援。 

スタートア
ップ出向 

全
国 

⼤企業に所属しながらスタートアップ企業に出向することで、元の
所属組織におけるイノベーションの着想などが期待され、イノベー
ション促進の⼀助となる。 

横浜市イノ
ベーション
⼈材交流促
進事業 

横
浜
市 

横浜市におけるイノベーション⼈材交流機会形成の⼀環として、ス
キルを有している副業・兼業⼈材を市内のスタートアップや中⼩企
業の経営課題の解決や組織内外の⼈材交流、成⻑機会の獲得を⽀援
する。 
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付録２ 第 5章で省略したものも含めた、全ての変数の推定結果 
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付録３ 特許出願数を補正した推計結果 
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付録４ ⽉次データを⽤いた分析 
 

本論における分析では、他のデータの制約上特許数のデータは 3 ⽉のみを使⽤し分析を
⾏った。具体的に述べると、通勤時間のデータとして⽤いた総務省「社会⽣活基本調査」及
び情報通信産業従業者数のデータとして⽤いた総務省「情報通信業基本調査」が年次データ
であったため、特許数データもそれに合わせて調整した。しかし、3⽉のみのデータを⽤い
たこの分析では、他の⽉からのトレンドや影響を⼗分に考慮できていない可能性がある。 

そのため、上記の側⾯で考慮して、⽉次データを⽤いたDID及び固定効果モデルを⽤い
た推計を⾏った。基本的なモデルは以下の通りである。 

 
𝒀𝒊𝒕 = 𝜷𝟎 + 𝜷𝟏 ∗ 𝑫𝒆𝒎𝒆𝒓𝒈𝒆C𝒑 + 𝜷𝟐 ∗ 𝑫𝒆𝒎𝒆𝒓𝒈𝒆C𝒕 + 𝜷𝟑 ∗ 𝑫𝒆𝒎𝒆𝒓𝒈𝒆C𝒑 ∗ 𝑫𝒆𝒎𝒆𝒓𝒈𝒆C𝒕 

+𝜷𝟒 ∗ 𝑫𝒔𝒉𝒊𝒏𝒔𝒂𝒊 + 𝜷𝟓 ∗ 𝑫𝒚𝒆𝒂𝒓 + 𝜷𝟔𝑫𝒎𝒐𝒏𝒕𝒉 + 𝜺𝒊𝒕	 [1]	

𝒀𝒊𝒕 = 𝛟+ 𝜷𝟐 ∗ 𝑫𝒆𝒎𝒆𝒓𝒈𝒆C𝒕 + 𝜷𝟑 ∗ 𝑫𝒆𝒎𝒆𝒓𝒈𝒆C𝒑 ∗ 𝑫𝒆𝒎𝒆𝒓𝒈𝒆C𝒕 
+	𝜷𝟒 ∗ 𝑫𝒔𝒉𝒊𝒏𝒔𝒂𝒊 + 𝜷𝟓 ∗ 𝑫𝒚𝒆𝒂𝒓 + 𝜷𝟔𝑫𝒎𝒐𝒏𝒕𝒉 + 𝜺𝒊𝒕 [2] 

 
表２：⾏った分析モデルにおける各変数の有無 

変数 定数項 𝑫𝒆𝒎𝒆𝒓𝒈𝒆C𝒑 𝛟: 固 定
効果 

𝑫𝒆𝒎𝒆𝒓𝒈𝒆C𝒕 𝑫𝒆𝒎𝒆𝒓𝒈𝒆C𝒑

∗ 𝑫𝒆𝒎𝒆𝒓𝒈𝒆C𝒕 
𝑫𝒔𝒉𝒊𝒏𝒔𝒂𝒊 𝑫𝒚𝒆𝒂𝒓 𝑫𝒎𝒐𝒏𝒕𝒉 

分
析
⼿
法 

(1) ○ ○ × ○ ○ ○ × × 
(2) ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 
(3) × × ○ ○ ○ ○ × × 
(4) × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 
本論では 3 ⽉のみのデータを⽤いて、通勤時間と情報通信業に関する制御変数をモデル

に組み込んで分析を⾏っていたが、この分析では 2011 年 1⽉以降の⽉次データを⽤いてお
り、またそのデータの特性上通勤時間減少ダミーと情報通信業従業者数を除いた。 

また、この分析では DID モデル[1]と固定効果モデル[2]で分析した。DID モデルでは、
β$の項に緊急事態宣⾔発令都道府県ダミー(𝐷%&%'(%C8)を、β)の項に緊急事態宣⾔発令年⽉
ダミー(𝐷%&%'(%C")を、β+の項に上記⼆つの交差項を⼊れた。さらに、通常のDIDモデル（1）
と、年・⽉特有の効果を抑える年ダミー及び⽉ダミーを⼊れた（2）を推計した。 

しかし、共線性の関係から、このDIDモデルは⼗分な数の都道府県ダミーが⼊れられな
い。そのため、都道府県固有の効果を⼗分に制御できていない可能性がある。それを踏まえ、
都道府県の固有の効果を制御するため、固定効果モデル[2]でも推計した。なお、DIDと同
じく、年ダミー及び⽉ダミーを⼊れていないモデル（3）と⼊れている（4）モデルで推計し
た。 
詳細な結果は下記の図２に記すが、宣⾔の効果を表すとされる交差項は（1）―（4）のど
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れも有意にはならなかった。そのため、本分析の頑健性を補強する結果にはならなかった。 
しかし、この分析⼿法も、他の⽉からのトレンド等の影響の考慮は出来るもの、⽉次デー

タを使う特性上、通勤時間や情報通⼈従業者数を⼊れられないため、主要な制御変数を落と
さなければならない。そのため、制御変数を落としたことによる変化について影響を受けた
懸念はある。この懸念点もデータの追加やモデルの改良などを⽤いて今後の分析で改良し
ていかなければならない。 
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図２：⽉次データを⽤いた固定効果モデル・DIDでの解析結果 

 

 

D ependent variable: (1) (2) (3) (4)
d_em erge_t -1.636 194.367* -0.131 198.820***

-86.801 -100.166 -38.86 -42.57
d_em erge_p 1,260.896*** 1,264.780***

-30.717 -30.407
d_shinsai -193.338 -535.012 225.557 -109.895

-328.626 -329.655 -147.531 -140.501
d_year_2012 -8.956 -2.926

-54.941 -23.35
d_year_2013 -33.006 -26.976

-54.941 -23.35
d_year_2014 -46.56 -40.530*

-54.941 -23.35
d_year_2015 -57.81 -51.780**

-54.941 -23.35
d_year_2016 -56.2 -50.170**

-54.941 -23.35
d_year_2017 -58.115 -52.085**

-54.941 -23.35
d_year_2018 -68.045 -62.015***

-54.941 -23.35
d_year_2019 -78.378 -72.348***

-54.941 -23.35
d_year_2020 -118.770** -112.740***

-54.941 -23.35
d_year_2021 -355.715*** -353.023***

-60.032 -25.515
d_year_2022 -440.484*** -447.768***

-61.658 -26.217
d_m onth_2 75.747 76.542***

-54.865 -23.317
d_m onth_3 308.633*** 303.402***

-55.064 -23.403
d_m onth_4 27.871 28.792

-55.447 -23.565
d_m onth_5 4.908 5.55

-55.466 -23.573
d_m onth_6 52.339 51.959**

-55.56 -23.613
d_m onth_7 36.883 37.34

-55.491 -23.583
d_m onth_8 22.015 21.961

-55.566 -23.615
d_m onth_9 96.395* 93.404***

-55.943 -23.776
d_m onth_10 27.723 27.853

-56.797 -24.138
d_m onth_11 26.615 26.746

-56.797 -24.138
d_m onth_12 90.769 90.882***

-56.797 -24.138
d_em erge_t 45.822 41.938 45.456 41.401
Ґ d_em erge_p -210.372 -208.227 -94.181 -88.494
C onstant 140.975*** 172.560***

-12.726 -54.461
O bservations 6574 6574 6574 6574

R 2 0.208 0.227 0.0004 0.12

A djusted R 2 0.207 0.224 -0.007 0.111
F Statistic 431.123*** (df =  4; 6569) 73.780*** (df =  26; 6547) 0.870 (df =  3; 6524) 35.620*** (df =  25; 6502)
N ote: 0.1; **p< 0.05; ***p< 0.01


